
１　重要な会計方針

(３)　消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税込方法によっている。

(単位:円)

科　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

定期預金 70,000,000 0 0 70,000,000

小計　　 70,000,000 0 0 70,000,000

特定資産

退職給付引当資産 5,306,160 722,400 0 6,028,560

青年部特別事業引当資産 3,900,000 200,000 0 4,100,000

女性部特別事業引当資産 1,700,000 0 0 1,700,000

小計　　 10,906,160 922,400 0 11,828,560

　　　　合計 80,906,160 922,400 0 81,828,560

(単位:円)

科　目 当期末残高
(うち指定正味財産

からの充当額)
(うち一般正味財産

からの充当額)
（うち負債に
対応する額）

基本財産

定期預金 70,000,000 （0） （70,000,000） （0）

小計　　 70,000,000 （0） 　（70,000,000） （0）

特定資産

退職給付引当資産 6,028,560 （0） （0） （6,028,560）

青年部特別事業引当資産 4,100,000 （0） （4,100,000） （0）

女性部特別事業引当資産 1,700,000 （0） （1,700,000） （0）

小計　　 11,828,560 （0） （5,800,000） （6,028,560）

　　　　　　合計 81,828,560 （0） （75,800,000） （6,028,560）

財務諸表に係る注記

(１) 固定資産の減価償却の方法

　　・定額法で減価償却を実施している。

(２)  引当金の計上基準

　　・退職給付引当金

　　　事務局職員の退職給付に備えるため、当期末において発生していると認められる

　　　額を期末自己都合要支給額に基づいて計上している。

２　基本財産及び特定資産の明細、増減額及びその残高

    基本財産及び特定資産の明細、増減額及びその残高は、次のとおりである。

３　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。



(単位:円)

当期減少額

目的使用

退職給付引当金 5,306,160 722,400 0 6,028,560

(単位:円)

科　　目 取得額 減価償却等累計額 当期末残高

建物付属設備（看板） 243,468 62,894 180,574

ソフトウェア 100,000 100,000 0

什器備品 720,040 140,509 579,531

合　　計 1,063,508 303,403 760,105

４　引当金の明細

　　引当金の明細は、次のとおりである。

科　　目 期首残高

５　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

当期増加額 期末残高

とから附属明細書への記載を省略する。

財務諸表附属明細書

　基本財産、特定資産及び引当金の明細については、財務諸表に対する注記に記載しているこ


